
 
 

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事

業法等の一部を改正する法律の本格施行に伴う核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律施行令等の改正 
 

令和７年１月22日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気

事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第44号。以下「改正法」という。）

の一部の施行に伴い、改正が必要となる法令等の案に関する意見公募において

提出された意見（以下「提出意見」という。）に対する考え方についての了承を

諮るとともに、法令等の改正等の決定について付議するものである。 

 

２．経緯 

令和６年度第42回原子力規制委員会（令和６年11月13日）において、改正法の

一部の施行に伴い、改正が必要となる法令等の案に対する意見公募の実施が了

承され、意見公募を実施した。その結果は以下のとおり。 

 

３．意見公募の実施結果 

（１）行政手続法（平成５年法律第88号）第39条第１項の規定に基づく意見公募 

① 対象 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令の一部

を改正する政令 

・東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核

燃料物質の防護に関する規則等の一部を改正する規則 

・実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段階発電

用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の一部を

改正する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規

定の審査基準等の一部を改正する等の規程 

② 実施期間：令和６年11月14日から同年12月13日まで（30日間） 

③ 実施方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）及び郵送 

④ 提出意見数：５件1 

 

（２）任意の意見公募 

① 対象 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく使用

前事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイ

 
1 提出意見数は、総務省が実施する行政手続法の施行状況調査において指定された提出意見数の算出方法

に基づく。なお、今回の意見公募において、提出意見に該当しないと判断されるものは行政手続法に基

づく意見公募、任意の意見公募ともに０件であった。 

資料１ 
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ド及び実用発電用原子炉の長期施設管理計画の記載要領の一部を改

正する等の規程 

② 実施期間：令和６年11月14日から同年12月13日まで（30日間） 

③ 実施方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）及び郵送 

④ 提出意見数：０件1 

 

４．提出意見に対する考え方（委員会了承事項） 

上記３．（１）に関する提出意見に対する考え方を別紙１のとおり了承いただ

きたい。 

なお、上記３．の意見公募の期間中に、原子力事業者等からの求めに応じ、第

８回高経年化した発電用原子炉の安全規制に関する検討チームを開催し、法令

等の案に対する意見を聴取したが、当該案の修正が必要となる意見はなかった。

（参考２参照） 

 

５．法令等の改正等（委員会決定事項） 

（１）政令の閣議請議 

別紙２の「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令の

一部を改正する政令」に関する閣議請議手続を進めることについて、決定いた

だきたい。 

 

（２）関係規則等の改正 

「東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃

料物質の防護に関する規則等の一部を改正する規則」、「実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則及び研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関す

る規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則」、「実用発電用原子炉及び

その附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準等の一部を改正

する等の規程」及び「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

に基づく使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用

ガイド及び実用発電用原子炉の長期施設管理計画の記載要領の一部を改正す

る等の規程」について、それぞれ別紙３から別紙６までのとおり決定いただき

たい。 

なお、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段階発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正す

る規則」については、表現の適正化のため、当初の案から一部修正を行ってい

る。 

 

６．今後の予定 

政令の閣議決定・公布 令和７年 ２月上旬（予定） 

規則の公布       同月中・下旬（予定） 

法令等の本格施行    同年 ６月６日 
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なお、そのほか改正が必要となる法令等2については、条ズレ等の軽易な規

定の整備であることから、原子力規制庁長官の専決により処理する。 

 

 

＝別紙及び参考資料＝ 

別紙１ 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事

業法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律施行令の改正案等に対する意見

及び考え方（案） 

別紙２ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令の一部

を改正する政令 

別紙３ 東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定

核燃料物質の防護に関する規則等の一部を改正する規則 

別紙４ 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段階発電

用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の一部を

改正する規則 

別紙５ 実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安

規定の審査基準等の一部を改正する等の規程 

別紙６ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく使用

前事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイ

ド及び実用発電用原子炉の長期施設管理計画の記載要領の一部を改

正する等の規程 

 

参考１ 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段階発電

用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の一部を

改正する規則の変更箇所（見え消し） 

参考２ 発電用原子炉施設の特別点検における共用設備の取扱いについて（第

８回高経年化した発電用原子炉の安全規制に関する検討チーム 資

料２） 

 

 
2 安全上重要な機器等を定める告示（平成 15 年経済産業省告示第 327 号）、原子力規制委員会行政文書管

理要領（原規総発第 120919005 号）及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基

づく原子力規制委員会の処分に係る審査基準等（原規総発第 1311275 号） 

3 



 
 

 

 

 

別紙１ 

 

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための 

電気事業法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令の改正案等 

に対する意見及び考え方 

 

 

 

 

 

令和７年１月 日 

 

（案） 
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1 

 

 

 
 
  

整理

番号 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令の一部を改正する政令（案）（概要）に対する意見及び考え方 

意見の概要 考え方 

1-1 減税が叫ばれる中での今回の手数料の額はあまりに高すぎま

す。 

今回の手数料の額の積み上げ算定内訳を人件費職員m人n時間w

円，A費x円，B費y円，合計金額z円の形式で普通算定しているは

ずですのでその情報を事細かに開示してください。財務大臣に

開示請求すべきなら窓口を公開してください。 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和32年法律第166号。以下「原子炉等規制法」という。）に定め

る申請等に係る手数料はそれぞれ当該申請等に対する審査等

に要する実費を勘案して定めています。 

 今回の手数料については、人件費総額を組織定員・勤務時間

数で割り戻し、職員１人１時間当たり約１万円を人件費単価

とし、審査事務に必要と見込まれる時間等を基に人件費を算

定しています。その他、審査会合の運営にかかる費用、現地確

認にかかる費用等を計上しています。 
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整理

番号 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則

の一部を改正する規則（案）に対する意見及び考え方 

意見の概要 考え方 

1-1 新実用炉規則第百十三条第三項について、確認したい。 

「評価対象機器等に特定共用施設が含まれる場合であって特別

点検を実施していない場合は、同項五号ロに掲げる記載を省略す

ることができる。」と解釈できると考えているが、これは附則第

三条前段にある「特定共用施設（その特別点検の実施時期を超過

したことその他の正当な事由により、この規則の施行の日前に当

該特別点検を実施することができないものに限る。）」も同様であ

り、同項五号ロに掲げる記載は省略することができる、という解

釈で良いか。 

 御理解のとおりです。 
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整理

番号 

実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準等の一部を改正する等の規程（案）に対する意

見及び考え方 

意見の概要 考え方 

1-1 実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設

保安規定の審査基準等の一部を改正する等の規程（案）の別表第

１の実用炉規則第９２条第１項第１８号の２．において「・・劣

化を管理するために必要な措置等のうち施設管理として実施す

べきものの施設管理方針、施設管理実施計画等への反映に関する

こと・・」の対象があいまいだと思います。 

ここで「劣化を管理するために必要な措置等のうち施設管理とし

て実施すべきもの」とは、認可済の長期施設管理計画を確認する

と、「六 発電用原子炉施設の劣化を管理するために必要な措置」

に記載されている項目のうち、「２．技術評価で抽出された追加

保全策」という理解で正しいでしょうか？ 

 御指摘の「技術評価で抽出された追加保全策」に記載された内

容も含め、長期施設管理計画に定められた劣化を管理するた

めに必要な措置等のうち施設管理として実施すべきものの有

無を検討し、該当するものがあれば、施設管理方針、施設管理

実施計画等に反映する必要があります。 

2-1 審査基準の実用炉規則第９２条第１項第１８号２．の変更前には

「経年劣化に関する技術的な評価を実施するための手順及び体

制を定め、当該評価を定期的に実施すること」との記載があった

が、変更後では、手順及び体制を定め、長期施設管理計画の申請

手続きを実施することの記載がない。変更後は、保安規定に申請

手続き（手順及び体制を定め長期施設管理計画を申請すること

等）を記載する要求はないという理解でよいか。 

 

（同審査基準３．には「運転開始日から起算して３０年を経過し

た発電用原子炉の運転を相当期間停止する場合においては、・・・。

また、・・・当該評価の見直しを行うことが定められていること。」

とあるが、“相当期間停止する場合”の記載に読める。） 

 御理解のとおりです。 

 

 

3-1 相当期間とは「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律に基づく使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のため

 御理解のとおり、「相当期間」とは、御指摘のガイドに例示と

ともに示した「おおむね１年以上」の期間です。 

7 



4 

 

整理

番号 

実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準等の一部を改正する等の規程（案）に対する意

見及び考え方 

意見の概要 考え方 

の措置等に係る運用ガイド」に記載された，１年以上の期間とい

う理解でよいか。 

4-1 運転開始日から３０年を経過し，冷温停止を継続している発電用

原子炉で，長期施設管理計画の認可申請を行っていない場合は，

特別な施設管理実施計画において劣化評価に係る運用がなされ

ていることを規制検査の中で確認することとなるのか。 

 規制基準への適合が確認されていない発電用原子炉のような

長期間停止している発電用原子炉に関する劣化管理は、原子

炉等規制法第43条の３の22第１項に規定する保安のために講

ずべき措置の一環として行われるため、原子力規制検査の対

象です。 

 また、長期間停止している発電用原子炉に対する長期的な劣

化に関する評価については、「核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律に基づく使用前事業者検査、定期事

業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド」の改正案に

おいて、「実用発電用原子炉の長期施設管理計画の審査基準」

（原規規発第2308304号（令和５年８月30日原子力規制委員会

決定））を参考として示しています。 

4-2 「発電用原子炉施設の長期的な劣化に関する評価を行い、その結

果を適切に考慮した上で、発電用原子炉施設の劣化を管理するた

めに必要な措置を行うこと」とあるが，具体的に実施する評価項

目や管理手法が明確ではない。具体的な内容は各事業者の判断に

委ねた上で，特別な施設管理実施計画において劣化評価に係る運

用がなされていることを規制検査の中で確認することとなるの

か。 
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政
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料
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質
、
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燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
電
気
供
給
体
制
の
確
立
を
図
る
た
め
の
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
令
和
五
年
法
律
第
四
十
四
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
第
七
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
三
百
二
十
四
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
二
十
条
の
六
」
を
「
第
二
十
条
の
五
」
に
改
め
る
。

第
二
十
条
の
六
を
削
る
。

別
表
第
一
の
三
十
五
の
項
中
「
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
二
第
二
項
」
を
「
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
二
第
一
項
又
は
第
三

項
」
に
、
「
四
百
六
十
八
万
六
千
七
百
円
」
を
「
七
百
五
十
三
万
七
千
五
百
円
」
に
、
「
四
百
六
十
八
万
四
千
六
百
円
」
を

「
七
百
五
十
三
万
四
千
五
百
円
」
に
改
め
、
同
表
の
八
十
の
項
を
同
表
の
八
十
一
の
項
と
し
、
同
表
の
三
十
六
の
項
か
ら
七
十

九
の
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
表
の
三
十
五
の
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

別紙２
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六

法
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四
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三
条
の
三
の
三
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二
第
四
項
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認
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を
受
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と
す

三
百
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万
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（
電
子
申
請
等

る
者
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よ
る
場
合
に
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、
三
百
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十

八
万
五
千
円
）

附

則

こ
の
政
令
は
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
電
気
供
給
体
制
の
確
立
を
図
る
た
め
の
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
七
年
六
月
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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で
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。
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改正 令和 年 月 日 原規規発第  号 原子力規制委員会決定 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審

査基準等の一部を改正する等の規程を次のように定める。 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定

の審査基準等の一部を改正する等の規程 

 

第１条 次の各号に掲げる規程の一部を、それぞれ当該各号に定める表により

改正する。 

⑴ 実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定

の審査基準（原規技発第1306198号） 別表第１ 

⑵ 研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設

保安規定の審査基準（原管Ｐ発第1306196号） 別表第２ 

⑶ 実用発電用原子炉の長期施設管理計画の審査基準（原規規発第2308304

号） 別表第３ 

第２条 実用発電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準（原管Ｐ発第131127

1号）は、廃止する。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るた

めの電気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第４４号。以下「改

正法」という。）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日（令和７年６月

６日。以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次条及び附則第３

条の規定は令和 年 月 日から、第１条第３号に係る改正規定及び附則第

５条の規定は実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段

階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の一部を

改正する規則（令和 年原子力規制委員会規則第 号。以下「令和 年改正

規則」という。）の施行の日（令和 年 月 日）から施行する。 

（実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の

審査基準の一部改正に係る経過措置） 

別紙５ 
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第２条 改正法附則第３条に規定する平成二十四年既設発電用原子炉を設置し

ている者は、施行日前においても、この規程による改正後の実用発電用原子

炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準（以下

「新保安規定審査基準」という。）の規定に適合するための核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第４

３条の３の２４第１項後段の規定による変更の認可の申請をすることができ

る。 

第３条 前条の規定による変更の認可の申請に対する処分については、施行日

前においても、新保安規定審査基準の規定の例によることができる。 

第４条 附則第２条の規定による変更の認可の申請をした者に対する新保安規

定審査基準の適用については、施行日の前日までに当該申請に対する処分が

されなかったときは、当該申請に対する処分があった日又は施行日から起算

して６月を経過した日のいずれか早い日までの間は、なお従前の例による。 

（実用発電用原子炉の長期施設管理計画の審査基準の一部改正に係る経過措

置） 

第５条 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び研究開発段階発電

用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則（令和５年原子

力規制委員会規則第４号）附則第３条又は令和 年改正規則附則第２項の規

定の適用を受ける者については、この規程による改正後の実用発電用原子炉

の長期施設管理計画の審査基準（以下「新長期施設管理計画審査基準」とい

う。）Ⅱ．２．（１）⑤の規定により読み替えて準用する新長期施設管理計

画審査基準Ⅱ．２．（１）④の規定中初回の特別点検に関する部分は、適用

しない。 
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別表第１ 実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

実用炉規則第９２条第１項第８号ニ 発電用原子炉の運

転期間 

 

１．・２．（略） 

３．実用炉規則第９２条第２項に基づき、実用炉規則第

９２条第１項第８号ニに掲げる発電用原子炉の運転期

間を定め、又はこれを変更しようとする場合は、申請

書に発電用原子炉の運転期間の設定に関する説明書

（発電用原子炉の運転期間を変更しようとする場合

は、劣化評価への影響を評価した結果を記載した書類

を含む。以下単に「説明書」という。）が添付されて

いること。 

４．発電用原子炉ごとに、説明書に記載された①発電用

原子炉を停止して行う必要のある点検及び検査の間隔

から定まる期間、②燃料交換の間隔から定まる期間

（発電用原子炉起動から次回の定期事業者検査を開始

するために発電用原子炉を停止するまでの期間）、の

うちいずれか短い期間の範囲内で、実用炉規則第５５

条に定める定期事業者検査を実施すべき時期の区分を

上限として、発電用原子炉の運転期間（定期事業者検

実用炉規則第９２条第１項第８号ニ 発電用原子炉の運

転期間 

 

１．・２．（略） 

３．実用炉規則第９２条第２項第１号に基づき、実用炉

規則第９２条第１項第８号ニに掲げる発電用原子炉の

運転期間を定め、又はこれを変更しようとする場合

は、申請書に発電用原子炉の運転期間の設定に関する

説明書（発電用原子炉の運転期間を変更しようとする

場合は、実用炉規則第８２条第４項の見直しの結果を

記載した書類を含む。以下単に「説明書」という。）

が添付されていること。 

４．発電用原子炉ごとに、説明書に記載された①発電用

原子炉を停止して行う必要のある点検及び検査の間隔

から定まる期間、②燃料交換の間隔から定まる期間

（発電用原子炉起動から次回の定期事業者検査を開始

するために発電用原子炉を停止するまでの期間）、の

うちいずれか短い期間の範囲内で、実用炉規則第５５

条に定める定期事業者検査を実施すべき時期の区分を

上限として、発電用原子炉の運転期間（定期事業者検

49 



4 

 

査が終了した日から次回の定期事業者検査を開始する

ために発電用原子炉を停止するまでの期間）が記載さ

れていること。なお、発電用原子炉の運転期間の設定

に当たっては、発電用原子炉を起動してから定期事業

者検査が終了するまでの期間も考慮していること。 

劣化評価への影響を評価した結果の内容は、「実用

発電用原子炉の長期施設管理計画の審査基準」（原規

規発第２３０８３０４号（令和５年８月３０日原子力

規制委員会決定））を参考として記載していること。 

 

（削る） 

 

 

５．～７．（略） 

 

査が終了した日から次回の定期事業者検査を開始する

ために発電用原子炉を停止するまでの期間）が記載さ

れていること。なお、発電用原子炉の運転期間の設定

に当たっては、発電用原子炉を起動してから定期事業

者検査が終了するまでの期間も考慮していること。 

実用炉規則第８２条第４項の見直しの結果の内容

は、「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実

施ガイド」（原管Ｐ発第１３０６１９８号（平成２５

年６月１９日原子力規制委員会決定））を参考として

記載していること。 

５．特に、同結果において、発電用原子炉の運転期間の

変更に伴う長期施設管理方針の変更の有無及びその理

由が明らかとなっていること。 

６．～８．（略） 

 

実用炉規則第９２条第１項第１８号 発電用原子炉施設

の施設管理 

 

１．施設管理方針、施設管理目標及び施設管理実施計画

の策定並びにこれらの評価及び改善について、「核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に

基づく使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のた

めの措置等に係る運用ガイド」（原規規発第１９１２

実用炉規則第９２条第１項第１８号 発電用原子炉施設

の施設管理 

 

１．施設管理方針、施設管理目標及び施設管理実施計画

の策定並びにこれらの評価及び改善について、「原子

力事業者等における使用前事業者検査、定期事業者検

査、保安のための措置等に係る運用ガイド」（原規規

発第１９１２２５７号－７（令和元年１２月２５日原
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２５７号－７（令和元年１２月２５日原子力規制委員

会決定））を参考として定められていること。 

２．認可を受けた長期施設管理計画（変更の認可又は届

出があったときは、その変更後のもの）に定められた

劣化を管理するために必要な措置等のうち施設管理と

して実施すべきものの施設管理方針、施設管理実施計

画等への反映に関することが定められていること。 

 

 

３．運転開始日から起算して３０年を経過した発電用原

子炉の運転を相当期間停止する場合においては、発電

用原子炉施設の長期的な劣化に関する評価を行い、そ

の結果を適切に考慮した上で、発電用原子炉施設の劣

化を管理するために必要な措置を行うことが施設管理

に関する特別な措置として定められていること。ま

た、当該評価の実施後１０年を超えない期間ごとに再

評価を行うこと及びその期間中に当該評価の際に設定

した条件又は評価方法を変更する必要が生じた場合に

は当該評価の見直しを行うことが定められているこ

と。 

（削る） 

 

 

子力規制委員会決定））を参考として定められている

こと。 

２．発電用原子炉施設の経年劣化に係る技術的な評価に

関することについては、「実用発電用原子炉施設にお

ける高経年化対策実施ガイド」を参考とし、実用炉規

則第８２条に規定された発電用原子炉施設の経年劣化

に関する技術的な評価を実施するための手順及び体制

を定め、当該評価を定期的に実施することが定められ

ていること。 

３．運転を開始した日以後３０年を経過した発電用原子

炉については、長期施設管理方針が定められているこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．実用炉規則第９２条第１項第１８号に掲げる発電用

原子炉施設の施設管理に関することを変更しようとす

る場合（実用炉規則第８２条第１項から第３項までの
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（削る） 

 

 

４．・５．（略） 

規定により長期施設管理方針を策定し、又は同条第４

項の規定により長期施設管理方針を変更しようとする

場合に限る。）は、申請書に実用炉規則第８２条第１

項、第２項若しくは第３項の評価の結果又は第４項の

見直しの結果を記載した書類（以下「技術評価書」と

いう。）が添付されていること。 

５．長期施設管理方針及び技術評価書の内容は、「実用

発電用原子炉施設における高経年化対策の実施ガイ

ド」を参考として記載されていること。 

６．・７．（略）   
 

別表第２ 研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

研開炉規則第８７条第１項第８号ニ 発電用原子炉の運

転期間 

 

１．・２．（略） 

３．発電用原子炉ごとに、説明書に記載された①発電用

原子炉を停止して行う必要のある点検及び検査の間隔

から定まる期間、②燃料交換の間隔から定まる期間

（発電用原子炉起動から次回の定期事業者検査を開始

するために発電用原子炉を停止するまでの期間）、の

研開炉規則第８７条第１項第８号ニ 発電用原子炉の運

転期間 

 

１．・２．（略） 

３．発電用原子炉ごとに、説明書に記載された①発電用

原子炉を停止して行う必要のある点検及び検査の間隔

から定まる期間、②燃料交換の間隔から定まる期間

（発電用原子炉起動から次回の定期事業者検査を開始

するために発電用原子炉を停止するまでの期間）、の
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うちいずれか短い期間の範囲内で、研開炉規則第５１

条に定める定期事業者検査を実施すべき時期の区分を

上限として、発電用原子炉の運転期間（定期事業者検

査が終了した日から次回の定期事業者検査を開始する

ために発電用原子炉を停止するまでの期間）が記載さ

れていること。なお、発電用原子炉の運転期間の設定

に当たっては、発電用原子炉を起動してから定期事業

者検査が終了するまでの期間も考慮していること。 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

４．～６． （略） 

 

うちいずれか短い期間の範囲内で、研開炉規則第５１

条に定める定期事業者検査を実施すべき時期の区分を

上限として、発電用原子炉の運転期間（定期事業者検

査が終了した日から次回の定期事業者検査を開始する

ために発電用原子炉を停止するまでの期間）が記載さ

れていること。なお、発電用原子炉の運転期間の設定

に当たっては、発電用原子炉を起動してから定期事業

者検査が終了するまでの期間も考慮していること。 

研開炉規則第７７条第４項の見直しの結果の内容

は、「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実

施ガイド」（原管Ｐ発第１３０６１９８号（平成２５

年６月１９日原子力規制委員会決定））を参考として

記載していること。 

４．特に、同結果において、発電用原子炉の運転期間の

変更に伴う長期施設管理方針の変更の有無及びその理

由が明らかとなっていること。 

５．～７． （略） 

 

研開炉規則第８７条第１項第１８号 発電用原子炉施設

の施設管理 

 

１．施設管理方針、施設管理目標及び施設管理実施計画

の策定並びにこれらの評価及び改善について、「核原

研開炉規則第８７条第１項第１８号 発電用原子炉施設

の施設管理 

 

１．施設管理方針、施設管理目標及び施設管理実施計画

の策定並びにこれらの評価及び改善について、「原子
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料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に

基づく使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のた

めの措置等に係る運用ガイド」（原規規発第１９１２

２５７号－７（令和元年１２月２５日原子力規制委員

会決定））を参考として定められていること。 

２．認可を受けた長期施設管理計画（変更の認可又は届

出があったときは、その変更後のもの）に定められた

劣化を管理するために必要な措置等のうち施設管理と

して実施すべきものの施設管理方針、施設管理実施計

画等への反映に関することが定められていること。 

 

 

３．運転開始日から起算して３０年を経過した発電用原

子炉の運転を相当期間停止する場合においては、発電

用原子炉施設の長期的な劣化に関する評価を行い、そ

の結果を適切に考慮した上で、発電用原子炉施設の劣

化を管理するために必要な措置を行うことが施設管理

に関する特別な措置として定められていること。ま

た、当該評価の実施後１０年を超えない期間ごとに再

評価を行うこと及びその期間中に当該評価の際に設定

した条件又は評価方法を変更する必要が生じた場合に

は当該評価の見直しを行うことが定められているこ

と。 

力事業者等における使用前事業者検査、定期事業者検

査、保安のための措置等に係る運用ガイド」（原規規

発第１９１２２５７号－７（令和元年１２月２５日原

子力規制委員会決定））を参考として定めているこ

と。 

２．発電用原子炉施設の経年劣化に係る技術的な評価に

関することについては、「実用発電用原子炉施設にお

ける高経年化対策実施ガイド」を参考とし、研開炉規

則第７７条に規定された発電用原子炉施設の経年劣化

に関する技術的な評価を実施するための手順及び体制

を定め、当該評価を定期的に実施することが定められ

ていること。 

３．運転を開始した日以後３０年を経過した発電用原子

炉については、長期施設管理方針が定められているこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

54 



9 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

４．・５．（略） 

４．研開炉規則第８７条第１項第１８号に掲げる発電用

原子炉施設の施設管理に関することを変更しようとす

る場合（研開炉規則第７７条第１項から第３項までの

規定により長期施設管理方針を策定し、又は同条第４

項の規定により長期施設管理方針を変更しようとする

場合に限る。）は、申請書に研開炉規則第７７条第１

項、第２項若しくは第３項の評価の結果又は第４項の

見直しの結果を記載した書類（以下「技術評価書」と

いう。）が添付されていること。 

５．長期施設管理方針及び技術評価書の内容は、「実用

発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」

を参考として記載されていること。 

６．・７．（略）   
 

別表第３ 実用発電用原子炉の長期施設管理計画の審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅱ．長期施設管理計画の審査に当たって確認すべき事項 

１．（略） 

２．実用炉規則第１１３条第１項第５号 劣化評価の

方法及びその結果 

（１）通常点検、劣化点検及び特別点検の方法及び結

果 

Ⅱ．長期施設管理計画の審査に当たって確認すべき事項 

１．（略） 

２．実用炉規則第１１３条第１項第５号 劣化評価の

方法及びその結果 

（１）通常点検、劣化点検及び特別点検の方法及び結

果 
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①～③  （略） 

④  実用炉規則第１１３条の６第２項第２号に

規定する「原子力規制委員会が必要と認める

時期」として、発電用原子炉施設（特定共用

施設を除く。）に係る初回の特別点検につい

ては、運転開始日から起算して３５年を経過

する日以降、運転開始日から起算して４０年

を経過した日を含む長期施設管理計画の始期

まで（運転開始日から起算して４０年を経過

する日を超えて初めて長期施設管理計画の認

可を受けようとする場合は、その長期施設管

理計画の始期の５年前以降、当該長期施設管

理計画の始期まで）に実施していること。 

初回の追加点検については、運転開始日か

ら起算して５５年を経過する日以降、運転開

始日から起算して６０年を経過した日を含む

長期施設管理計画の始期まで（運転開始日か

ら起算して６０年を経過する日を超えて初め

て長期施設管理計画の認可を受けようとする

場合は、その長期施設管理計画の始期の５年

前以降、当該長期施設管理計画の始期まで）

に実施していること。 

それ以降の追加点検については、発電用原

①～③  （略） 

④  実用炉規則第１１３条の６第２項第２号に

規定する「原子力規制委員会が必要と認める

時期」として、初回の特別点検については、

運転開始日から３５年を経過する日以降、運

転開始日から４０年を経過した日を含む長期

施設管理計画の始期まで（運転開始日から４

０年を経過する日を超えて初めて長期施設管

理計画の認可を受けようとする場合は、その

長期施設管理計画の始期の５年前以降、当該

長期施設管理計画の始期まで）に実施してい

ること。 

初回の追加点検については、運転開始日か

ら５５年を経過する日以降、運転開始後６０

年を経過した日を含む長期施設管理計画の始

期まで（運転開始日から６０年を経過する日

を超えて初めて長期施設管理計画の認可を受

けようとする場合は、その長期施設管理計画

の始期の５年前以降、当該長期施設管理計画

の始期まで）に実施されていること。 

それ以降の追加点検については、直近の追

加点検の実施結果を踏まえた長期施設管理計

画の始期から１０年を経過した日を含む長期
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子炉施設（特定共用施設を除く。）に係る直

近の追加点検の実施結果を踏まえた長期施設

管理計画の始期から１０年を経過した日を含

む長期施設管理計画の始期の５年前から当該

長期施設管理計画の始期までに実施している

こと。ただし、第１１３条の６第３項の確認

を受けた場合は、当該確認を受けた実施時期

に追加点検を実施することができる。 

⑤  上記④の規定は、特定共用施設について準

用する。この場合において、同規定中「運転

開始日」とあるのは「特定共用施設の供用開

始日」と、「経過した日を含む長期施設管理

計画の始期まで」とあるのは「経過する日ま

で」と、「発電用原子炉施設（特定共用施設

を除く。）に係る直近の追加点検の実施結果

を踏まえた長期施設管理計画の始期から１０

年を経過した日を含む長期施設管理計画の始

期の５年前から当該長期施設管理計画の始期

まで」とあるのは「特定共用施設に係る直近

の追加点検の実施後１０年を超えない期間ご

と」と読み替えるものとする。 

⑥  発電用原子炉施設（特定共用施設を除

く。）について、特別点検の実施体制及び実

施設管理計画の始期の５年前から当該長期施

設管理計画の始期までに実施されているこ

と。ただし、第１１３条の６第３項の確認を

受けた場合は、当該確認を受けた実施時期に

追加点検を実施することができる。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  特別点検及び追加点検の実施体制及び実施

手順並びにその点検の対象となる機器又は構
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施手順並びに当該特別点検の対象となる機器

又は構造物ごとにそれぞれ点検方法及び実施

時期が適切に定められていること。また、特

別点検の結果として技術評価に用いる点検等

の結果が明らかにされていること。 

特定共用施設に係る特別点検を実施した場

合も、同様とする。 

（２）・（３）（略） 

 

造物ごとにそれぞれ点検方法及び実施時期が

適切に定められていること。また、特別点検

及び追加点検の結果として技術評価に用いる

点検等の結果が明らかにされていること。 

 

 

 

（２）・（３）（略） 

３．実用炉規則第１１３条第１項第６号 発電用原子

炉施設の劣化を管理するために必要な措置（中性子

の照射による脆化の影響を確認するため、中性子照

射量に応じ、監視試験片（技術基準規則第２２条に

定める監視試験片をいう。）を用いて長期施設管理

計画の期間中に実施する必要がある試験（以下「監

視試験」という。）に関する措置を含む。） 

①～③  （略） 

④  長期施設管理計画の期間中に特別点検を実施

すべき特定共用施設がある場合（当該特別点検

が申請に係る発電用原子炉施設と当該特定共用

施設を共用する他の発電用原子炉施設において

行われる場合を含む。）には、当該特別点検の

実施時期及び実施方針（当該特別点検の結果に

３．実用炉規則第１１３条第１項第６号 発電用原子

炉施設の劣化を管理するために必要な措置（中性子

の照射による脆化の影響を確認するため、中性子照

射量に応じ、監視試験片（技術基準規則第２２条に

定める監視試験片をいう。）を用いて長期施設管理

計画の期間中に実施する必要がある試験（以下「監

視試験」という。）に関する措置を含む。） 

①～③  （略） 

（新設） 
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基づく劣化評価の再実施及び当該長期施設管理

計画の変更に関する方針を含む。）が適切に定

められていること。 
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改正 令和 年 月 日 原規規発第  号 原子力規制委員会決定 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく使用前事業

者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド及び実用発電

用原子炉の長期施設管理計画の記載要領の一部を改正する等の規程を次のよう

に定める。 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく使用前

事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド及

び実用発電用原子炉の長期施設管理計画の記載要領の一部を改正する等

の規程 

 

第１条 次の各号に掲げる規程の一部を、それぞれ当該各号に定める表により

改正する。 

⑴ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく使用前

事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド

（原規規発第 1912257 号-7） 別表第１ 

⑵ 実用発電用原子炉の長期施設管理計画の記載要領（原規規発第 2308304

号） 別表第２ 

第２条 次に掲げる規程は、廃止する。 

⑴ 実用発電用原子炉の運転期間延長認可申請に係る運用ガイド（原管Ｐ発

第 1306197 号） 

⑵ 実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド（原管Ｐ発第

1307081 号） 

⑶ 実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド（原管Ｐ発第

1306198 号） 

 

附 則 

この規程は、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電

気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第４４号）附則第１条第４号

に掲げる規定の施行の日（令和７年６月６日）から施行する。ただし、第１条

第２号に係る改正規定は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則及び

別紙６ 

60 



2 

 

研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則

の一部を改正する規則（令和 年原子力規制委員会規則第 号）の施行の日

（令和 年 月 日）から施行する。 
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別表第１ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく使用前事業者検査、定期事業者検査、保安の

ための措置等に係る運用ガイド 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

III．定期事業者検査 

１．～３．（略） 

４．定期事業者検査の報告 

（１）（略） 

（２）定期事業者検査報告書の添付書類記載事項（第３

項） 

①定期事業者検査の計画（第１号） 

○定期事業者検査に係る工程 

（略） 

○当該定期事業者検査期間中に実施する工事 

（略） 

○当該定期事業者検査期間中に実施する定期事業

者検査項目 

定期事業者検査の全ての検査項目を明示した

上で、それぞれの検査項目について、以下の事

項を記載する必要がある。 

・（略） 

・（略） 

・長期施設管理方針（発電用原子炉にあって

III．定期事業者検査 

１．～３．（略） 

４．定期事業者検査の報告 

（１）（略） 

（２）定期事業者検査報告書の添付書類記載事項（第３

項） 

①定期事業者検査の計画（第１号） 

○定期事業者検査に係る工程 

（略） 

○当該定期事業者検査期間中に実施する工事 

（略） 

○当該定期事業者検査期間中に実施する定期事業

者検査項目 

定期事業者検査の全ての検査項目を明示した

上で、それぞれの検査項目について、以下の事

項を記載する必要がある。 

・（略） 

・（略） 

・長期施設管理方針の反映として実施し、又
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は、長期施設管理計画。以下同じ。）の反映

として実施し、又はこれを考慮することによ

り内容を変更するものか否か 

○前回の定期事業者検査からの変更点 

（略） 

②～⑧（略） 

５．（略） 

はこれを考慮することにより内容を変更す

るものか否か 

 

○前回の定期事業者検査からの変更点 

（略） 

②～⑧（略） 

５．（略） 

 

VI．施設管理 

１．～４．（略） 

５．施設管理方針、施設管理目標及び施設管理実施計画

の評価及び反映（第１項第５号及び第６号） 

施設管理方針及び施設管理目標の評価については、

施設管理の全体の実施状況を踏まえて、管理体制等の

改善を検討する必要がある。 

施設管理実施計画の評価については、４．ア．の計

画の期間ごとに施設管理に係る保安活動の実施状況を

評価し、その後の施設管理に係る保安活動がより効果

的かつ適切に実施されるよう、計画を改善していくこ

とが必要である。 

特に、施設管理目標及び施設管理実施計画について

は、経年劣化事象を考慮した上で、少なくとも以下の

項目について最新の情報を収集して評価し、設備等の

VI．施設管理 

１．～４．（略） 

５．施設管理方針、施設管理目標及び施設管理実施計画

の評価及び反映（第１項第５号及び第６号） 

施設管理方針及び施設管理目標の評価については、

施設管理の全体の実施状況を踏まえて、管理体制等の

改善を検討する必要がある。 

施設管理実施計画の評価については、４．ア．の計

画の期間ごとに施設管理に係る保安活動の実施状況を

評価し、その後の施設管理に係る保安活動がより効果

的かつ適切に実施されるよう、計画を改善していくこ

とが必要である。 

特に、施設管理目標及び施設管理実施計画について

は、経年劣化事象を考慮した上で、少なくとも以下の

項目について最新の情報を収集して評価し、設備等の
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信頼性を向上させるよう検討する必要がある。その際

には、点検等の計画段階において想定していた経年劣

化の傾向との相違の有無等を全体的に確認し、今後の

点検等において想定すべき事項として経年劣化の傾向

等を評価することが必要である。 

i．～iii．（略） 

iv．経年劣化に関する技術的な評価（発電用原子炉

にあっては、長期施設管理計画。以下同

じ。）、安全性向上評価及び定期安全レビュー

の結果（該当する場合） 

v．・vi．（略） 

 

６．特別な施設管理実施計画（第１項第７号（発電用原

子炉にあっては、第１項第７号及び第８号）） 

○特別な施設管理実施計画が必要な場合 

発電用原子炉の運転を相当期間停止する場合その

他原子力施設の施設管理を行う観点から特別な状態

にある場合においては、特別な施設管理実施計画を

定め、実施する必要がある。 

特別な状態にある場合とは、比較的広範な機器等

に対し追加的な点検等を実施する必要がある場合や

設備全般に対する長期保管対策を実施する場合等と

する。 

信頼性を向上させるよう検討する必要がある。その際

には、点検等の計画段階において想定していた経年劣

化の傾向との相違の有無等を全体的に確認し、今後の

点検等において想定すべき事項として経年劣化の傾向

等を評価することが必要である。 

i．～iii．（略） 

iv．高経年化技術評価、安全性向上評価及び定期安

全レビューの結果（該当する場合） 

 

 

v．・vi．（略） 

 

６．特別な施設管理実施計画（第１項第７号） 

 

○特別な施設管理実施計画が必要な場合 

発電用原子炉の運転を相当期間停止する場合その

他原子力施設の施設管理を行う観点から特別な状態

にある場合においては、特別な施設管理実施計画を

定め、実施する必要がある。 

相当期間とは、おおむね１年以上とする。特別な

状態にある場合とは、比較的広範な機器等に対し追

加的な点検等を実施する必要がある場合や設備全般

に対する長期保管対策を実施する場合等とする。 
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相当期間とは、例えば次に掲げる期間がおおむね

１年以上とする。 

・法令上必要な許認可その他の処分を受けていな

いことにより原子力施設の運転等を行うことが

できない場合における当該処分を受けるまでに

必要と見込まれる期間 

・法令に基づく命令による義務を履行するために

原子力施設の運転等を行うことができない場合

における当該義務を履行するための期間 

 

○特別な施設管理実施計画の内容 

特別な施設管理実施計画の内容としては、Ⅵ．

３．及び４．の事項について、原子力施設の状態に

応じて、適切な時期に点検等を行うことを定める必

要がある。特別な施設管理実施計画の始期及び期間

は、原子力施設の状態に応じたものとして設定する

必要がある。 

新たな施設管理実施計画の期間に移行する場合に

おいては、それまでの点検等の適切性の評価を行っ

た上で、新たに計画した点検等の適切性の評価を行

う必要がある。 

また、通常の管理とは異なることが想定されるた

め、当該計画の実施に係る体制、記録管理等につい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特別な施設管理実施計画の内容 

特別な施設管理実施計画の内容としては、Ⅵ．

３．及び４．の事項について、原子力施設の状態に

応じて、適切な時期に点検等を行うことを定める必

要がある。特別な施設管理実施計画の始期及び期間

は、原子力施設の状態に応じたものとして設定する

必要がある。 

新たな施設管理実施計画の期間に移行する場合に

おいては、それまでの点検等の適切性の評価を行っ

た上で、新たに計画した点検等の適切性の評価を行

う必要がある。 

また、通常の管理とは異なることが想定されるた

め、当該計画の実施に係る体制、記録管理等につい

65 



7 

 

て検討し、定める必要がある。 

運転開始日から起算して30年を経過した発電用原

子炉にあっては、「実用発電用原子炉の長期施設管

理計画の審査基準」（原規規発第2308304号（令和５

年８月30日原子力規制委員会決定））を参考とし

て、発電用原子炉施設の長期的な劣化に関する評価

を行い、その結果を適切に考慮した上で、劣化を管

理する観点から特別に実施すべき施設管理がある場

合には、その内容を特別な施設管理実施計画に適切

に定める必要がある。また、当該評価の再評価を10

年を超えない期間ごとに実施することを組織内規程

類に定めるとともに、当該評価を行うために設定し

た条件又は評価方法を変更する場合に当該評価の見

直しを実施し、その結果を踏まえて特別に実施すべ

き施設管理がある場合には、その内容を特別な施設

管理実施計画に適切に定める必要がある。 

 

７．原子力施設の経年劣化に関する技術的な評価に基づ

く長期施設管理方針の反映（第２項） 

原子力施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長

期施設管理方針の策定と変更については、表５に記載

した文書を参考に行う必要があり、定めた長期施設管

理方針をⅥ．２．に記載している施設管理方針その他

て検討し、定める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．原子力施設の経年劣化に関する技術評価に基づく長

期施設管理方針の反映（第２項） 

原子力施設の経年劣化に関する技術評価及び長期施

設管理方針の策定と変更については、表５に記載した

文書を参考に行う必要があり、定めた長期施設管理方

針をⅥ．２．に記載している施設管理方針に反映する
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必要な箇所に反映することにより、施設管理における

各種活動を一体として実施していく必要がある。 

 

非該当使用者の施設管理の例について参考２に示

す。 

 

ことにより、施設管理における各種活動を一体として

実施していく必要がある。 

 

非該当使用者の施設管理の例について参考２に示

す。 

 

表１ 事業者検査及び保安のための措置に係る事業等ごと

の規則名一覧表（規則名は付表） 

 （略） 研開炉 実用炉 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

経年劣化に

関する技術

的な評価 

（略） 第108条～

第108条の

６ 

第113条～

第113条の

６ 

（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

表１ 事業者検査及び保安のための措置に係る事業等ごと

の規則名一覧表（規則名は付表） 

 （略） 研開炉 実用炉 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

経年劣化に

関する技術

的な評価 

（略） 第77条 第82条 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

 

表３ 経年劣化事象の時間経過に伴う特性変化に対応した

傾向監視としての基本的要求事項 

経年劣

化事象 

（略） 30年以降に実施する傾向監視※１ 

（略） （略） （略） 

耐 震 安

全性 

（略） 同左 

ただし、プラントの長期供用を念頭

に置いて、経年劣化に関する技術的

 

表３ 経年劣化事象の時間経過に伴う特性変化に対応した

傾向監視としての基本的要求事項 

経年劣

化事象 

（略） 30年以降に実施する傾向監視※１ 

（略） （略） （略） 

耐 震 安

全性 

（略） 同左 

ただし、プラントの長期供用を念頭

に置いて、高経年化技術評価の結果
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な評価の結果に基づく現状保全に追

加し管理すべき経年劣化事象を加味

した、耐震安全性評価が必要。 

（略） （略） （略） 

※１～※３ （略） 

 

表５ 経年劣化に関する技術的な評価等に関する文書 

事業等 文書名 

（略） （略） 

実用発電用原子炉

の設置、運転等 

「実用発電用原子炉の長期施設管

理計画の審査基準」（原規規発第

2308304号（令和５年８月30日原

子力規制委員会決定）） 

（略） （略） 
 

に基づく現状保全に追加し管理すべ

き経年劣化事象を加味した、耐震安

全性評価が必要。 

（略） （略） （略） 

※１～※３ （略） 

 

表５ 経年劣化に係る技術的な評価等に関する文書 

事業等 文書名 

（略） （略） 

実用発電用原子炉

の設置、運転等 

「実用発電用原子炉施設における

高経年化対策実施ガイド」（原管

Ｐ発第1306198号（平成25年６月

19日原子力規制委員会決定）） 

（略） （略） 
 

 

別表第２ 実用発電用原子炉の長期施設管理計画の記載要領 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅱ．長期施設管理計画認可申請書に係る記載について 

１．・２．（略） 

３．実用炉規則第１１３条第１項第６号の「発電用原子

炉施設の劣化を管理するために必要な措置」 

①～③ （略） 

Ⅱ．長期施設管理計画認可申請書に係る記載について 

１．・２．（略） 

３．実用炉規則第１１３条第１項第６号の「発電用原子

炉施設の劣化を管理するために必要な措置」 

①～③ （略） 
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④ 長期施設管理計画の期間中に特別点検を実施す

べき特定共用施設がある場合は、その実施時期及

び実施方針を記載すること。 

４．～６．（略） 

（新設） 

 

 

４．～６．（略） 
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発電用原子炉施設の特別点検における

共用設備の取扱いについて

2024年11月26日
原子力エネルギー協議会

資料2参考２
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1１．はじめに

➢第42回原子力規制委員会（2024年11月13日）において示された「実用発電用原子

炉の長期施設管理計画の審査基準」等の改正案については、第38回原子力規制委員

会（2024年10月16日）資料3で示された基本的考え方を踏まえ、原子炉本体よりも長

期間使用している共用設備の特別点検を安全上必要な時期に計画的に実施することを目

的に策定されたものと承知している。

➢ そのうえで、各原子炉施設における特定共用施設の状況を踏まえ、今後の申請手続き等を

円滑に実施するため、規則案及び審査基準案に基づく具体的な運用の詳細事項について

確認させていただきたい。
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2２．確認したい事項（1/4）

項目 確認事項

1
特定共用施設の
「供用開始日」

の定義

発電用原子炉施設の「運転開始日」は、実用炉規則第113条第二項第1号において、
使用前（事業者）検査合格日と規定されているが、発電用原子炉施設の一部である
特定共用施設の「供用開始日」についても、同様に使用前（事業者）検査合格日と
理解してよいか。

2
特定共用施設に
係る取扱い

実用炉規則第113条第3項中の特定共用施設の定義に従うと、特定共用施設を共
用する号炉※側で共用施設の特別点検を実施し、その方法と結果を記載した長期施
設管理計画（以下、「長期計画」という。）の認可を受けた場合、当該の共用施設は
特定共用施設に該当しないこととなるが、その後において、特定共用施設を有する号炉
※側の長期計画における当該特別点検に係る記載（6号記載事項）の変更は不要と
の理解でよいか。

3 〃
実用炉規則第113条第3項中の特定共用施設の定義に従い、一旦特定共用施設か
ら除外されたものであっても、その後の追加点検の実施に当たっては、再度特定共用施
設に該当することとなるという認識でよいか。

4 〃

特定共用施設を共用する号炉において、当該施設の特別点検について記載した長期
計画を申請済（未認可）であって、それと同時あるいは並行で特定共有施設を有する
号機の長期計画を申請する場合においては、当該特定共用施設の特別点検の方法
及びその結果に係る記載（５号ロ記載事項）は省略できるとの理解でよいか。

※ 例えば、１号炉（運転開始日から35年経過）と２号炉（運転開始日から28年経過）との間で共用施設（供用開始日から35年経過）があっ
た場合に、２号炉を「特定共用施設を有する号機」と定義し、１号炉を「特定共用施設を共用する号機」と定義する。
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3２．確認したい事項（2/4）

項目 確認事項

5 その他

改正審査基準Ⅱ.2.(1)④に⑤の特定共用施設についての準用を適用すると、当該施設の初回の
特別点検は、「供用開始日から起算して40年を経過する日を超えて初めて長期計画の認可を受け
ようとする場合は、その長期計画の始期の５年前以降、当該長期計画の始期までに実施しているこ
と」となる。

本体施設の運転期間と特定共用施設の供用期間が長期間、例えば20年離れている場合、本体
施設の運転開始から30年（特定共用施設の供用期間50年）を始期とする長期計画の認可を
受けようとする場合は、特定共用施設はその供用開始から45～50年の期間で特別点検を実施す
ることとなる。運転開始から30年よりも前に再稼働した場合（長期計画未申請）は、特定共用施
設の特別点検が実施されていない状態で運転を継続することとなるが、その理解でよいか。

▽
WDB特別点検(2035年Y月～2040年Y月)

▽
WDB供用開始(1990年X月)
※WDB：放射性廃棄物処理建屋

（1号登録、1,2,3号共用）

▽
３号炉30年長期施設管理計画認可期限
(2040年Y月)

▽
１号炉PLM30(2020年X月)

1990 2000 20202010 2030 2040

②の特別点検結果を使用する

②

▽
１号炉運開(1990年X月)

①

2050

１号炉の長期停止を仮定

全号炉停止中のため運開35～40年（①
）では特別点検を実施しないが，再稼働に
合わせて②の期間に実施する。

③

供用開始から45～50年の期間で特別点
検を実施する。

▽
３号再稼働

▽ ▼
３号炉運開
(2010年Y月)

長期停止

※仮に１号炉が1990年X月に運開し，ほ
ぼ20年後の2010年Y月に３号炉が運開
する発電所を想定する。
さらに，発電所の１～３号炉の全号炉の
長期停止と，その後の３号炉，１号炉の
順での再稼働を仮定する。
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4２．確認したい事項（3/4）

項目 確認事項

6 その他

長期計画の申請に際して、特定共用施設（例えば、１号炉設備であって３号炉側か
ら見て特定共用施設）の特別点検を実施した後に、それから５年経過以降にそれまで
長期停止状態であった１号炉で長期計画の認可を受けようとするな場合などにおいては、
長期施設管理計画の始期の５年より前に実施した特別点検の結果を使用することは
できるか。（再度特別点検を実施するとなった場合、1号炉の長期計画の始期によって
は、特別点検の間隔が短期間となる。）

▽
３号炉30年長期施設管理計画認可期限
(2040年Y月)

5年間

②の特別点検結果を使用する

②①

１号炉の長期停止を仮定

全号炉停止中のため運開35～40年（①
）で特別点検を実施しないが，再稼働に
合わせて②の期間に実施する。

▽
１号炉長期施設管理計画認可申請(20●●年)

5年以上の間隔

④

・ ５年以上の間隔がある場合，長期施設管理計画始期の５年前以
降の要件を満たさなくなる。（②の特別点検の結果を使用できるか）

③▽
３号再稼働長期停止

1990 2000 20202010 2030 2040 2050

▽
WDB特別点検(2035年Y月～2040年Y月)

▽
WDB供用開始(1990年X月)
※WDB：放射性廃棄物処理建屋

（1号登録、1,2,3号共用）

▽
１号炉PLM30(2020年X月)

▽
１号炉運開(1990年X月)

▽ ▼
３号炉運開
(2010年Y月)

※スライド 3 で仮定した発電所において，３
号炉が再稼働したあと，約５年以上経過
してから１号炉が再稼働する状況を想定す
る。
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5２．確認したい事項（4/4）

項目 確認事項

7 その他

来年6月に施行される新制度の下では、特別点検は、個々の状況に応じて安全上必
要な時期に計画的に実施することが可能となり、今回の改正案においても、特定共用施
設は個々の経年を基準とした点検実施時期とする運用となる。他方、現状においては、
原子炉本体の運転開始後に供用開始した施設についても、原子炉本体の経年に応じ
た時期に特別点検を実施することとなっている。新規制基準対応で設置した施設等、原
子炉本体の経年と大きく乖離した低経年の施設が存在することを踏まえると、それらの施
設についても、経年劣化管理の技術的な整合性の観点から、原子炉本体や特定共用
施設と同様の考えに基づき実施時期を定めることができるよう、今後見直しを検討いただ
きたい。
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